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  オブザーバー 
   仙台市、横浜市、UR 都市機構他の宅地防災の担当者が参加 
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宅地造成年代と甚大な宅地被害との関係 

   表-1 宅地造成年代と大規模滑動崩落被害発生件数 

    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    ※１ 仙台市の他、宮城県、岩手県、福島県、茨城県、栃木県内で被害発生。 
    ※２ 合計に占める各年代の割合。 
    ※３ この他に、造成年代不明が 18 地区ある。 
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1961 年～宅地造成等規制法 
1968 年～都市計画法 
＜宅地造成に対する規制の実施＞ 

1998 年～ 
宅地防災マニュアル第一次改訂 
＜宅地の耐震に関する記述の充実＞ 

2006 年～ 
宅地造成等規制法改正

＜技術基準等の強化＞


